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秘密文書照合点検実施要領の改正について（通達）

宮城県警察秘密文書取扱規程（昭和４８年宮城県警察本部訓令第５号）第１７条の

規定に基づく秘密文書の照合点検については 「秘密文書照合点検実施要領の改正に、

ついて（通達 （平成２５年１２月４日付け宮本総第１１５２号）により実施してき）」

たところであるが、別添のとおり秘密文書照合点検実施要領を改正したので、事務処

理上誤りのないようにされたい。

なお、これに伴い、前記通達は廃止する。

記

１ 改正の要点

⑴ 各所属の秘密文書取扱責任者又は秘密文書取扱補助者が行う秘密文書配布一覧

表と秘密文書登録簿及び保管している秘密文書の照合点検並びにその実施した結

果の報告について、四半期ごとから年２回に改めた。

⑵ 文言の整理等所要の整備を行った。

２ 施行期日

平成３１年１月１日



秘密文書照合点検実施要領

１ 趣旨

この要領は、宮城県警察秘密文書取扱規程（昭和４８年宮城県警察本部訓令第５

号。以下「訓令」という ）第１７条の規定に基づき、各所属で作成又は受理した。

秘密文書の登録、保管及び廃棄の状況を照合点検するために必要な事項を定めるも

のとする。

２ 秘密文書配布調査書による通知等

⑴ 秘密文書配布調査書による通知

指定権者（訓令第４条第１項に規定する秘密文書の指定を行う者をいう。以下

同じ ）が指定した秘密文書を所管する所属長（警察署長を除く ）は、自所属か。 。

ら他所属に発出した秘密文書について、４月から９月までに発出した秘密文書に

あっては１０月５日（１０月５日が宮城県の休日を定める条例（平成元年宮城県

条例第１０号）第１条第１項に規定する県の休日に当たるときは、当該県の休日

以降の最初の執務日 、１０月から翌年３月までに発出した秘密文書にあっては）

翌年４月５日（翌年４月５日が宮城県の休日を定める条例第１条第１項に規定す

る県の休日に当たるときは、当該県の休日以降の最初の執務日）までに、秘密文

（ ） 、 （ 「 」書配布調査書 別記様式第１号 に記載の上 総務部総務課長 以下 総務課長

という ）に通知すること。ただし、当該秘密文書配布調査書、⑵に掲げる文書。

及び４に掲げる文書は、当該通知の対象から除くものとする。

⑵ 秘密文書取扱確認書による通知

指定権者が指定した秘密文書を所管する所属長（警察署長を除く ）は、自所。

属から他所属に発出した秘密文書のうち、次に該当する取扱いがあったときは、

４月から９月までの取扱いにあっては１０月５日（１０月５日が宮城県の休日を

定める条例第１条第１項に規定する県の休日に当たるときは、当該県の休日以降

の最初の執務日 １０月から翌年３月までの取扱いにあっては翌年４月５日 翌）、 （

年４月５日が宮城県の休日を定める条例第１条第１項に規定する県の休日に当た

るときは、当該県の休日以降の最初の執務日）までに、秘密文書取扱確認書（別

記様式第２号）に記載の上、総務課長に通知すること。ただし、秘密文書配布調

査書、当該秘密文書取扱確認書及び４に掲げる文書は、当該通知の対象から除く

ものとする。

ア 新たな秘密文書の発出に伴い、廃止又は保存期間を変更したとき。

イ 各所属に発出した秘密文書を回収した上で廃棄したとき。

ウ その他秘密文書の取扱いに変更が生じたとき。

⑶ 秘密文書配布一覧表の作成

前記⑴及び⑵の通知を受けた総務課長は、秘密文書配布調査書及び秘密文書取

扱確認書に基づき、秘密文書配布一覧表（別記様式第３号）を作成すること。

３ 点検要領

秘密文書の照合点検は、次により行う。

⑴ 毎月実施する照合点検



各所属の秘密文書取扱責任者（訓令第６条第１項に規定する秘密文書取扱責任

者をいう。以下同じ ）又は秘密文書取扱補助者（訓令第６条第３項に規定する。

秘密文書取扱補助者をいう。以下同じ ）は、毎月７日（７日が宮城県の休日を。

定める条例第１条第１項に規定する県の休日に当たるときは、当該県の休日以降

の最初の執務日）までに、前月中に作成、発出、受理、廃棄等を行った秘密文書

について、秘密文書登録簿（訓令第６条第２項の秘密文書登録簿をいう。以下同

。） 、 （ ） 、じ と照合点検し その結果を秘密文書点検表 別記様式第４号 に記載の上

所属長の決裁を受けること。

、 、 。なお 秘密文書点検表は 秘密文書登録簿の年当初部分に編てつしておくこと

⑵ 年２回の照合点検

各所属の秘密文書取扱責任者又は秘密文書取扱補助者は、年２回、総務課長が

送付する秘密文書配布一覧表と秘密文書登録簿及び保管している秘密文書につい

て、登録、保管、廃棄等の状況を照合点検し、その結果を秘密文書配布一覧表に

記載の上、所属長の決裁を受けること。この場合において、新たに受理した秘密

文書にあっては登録年月日及び登録番号を、廃棄期日が到来し、廃棄した秘密文

書にあっては廃棄年月日を、それぞれ秘密文書配布一覧表に記載すること｡

４ 報告

所属長は、前記３－⑵の年２回の照合点検を実施した結果について、秘密文書配

布一覧表の写しを作成し、秘密文書照合点検結果報告書（別記様式第５号）に添付

の上、４月及び１０月の末日又は別に指定する期日までに、総務課長を経由して報

告すること。

５ 関係文書の取扱い

秘密文書照合点検についての関係文書は、全て秘文書として取り扱うこと。

６ その他

総務課長は、必要により、各所属における秘密文書の登録、保管及び廃棄状況に

ついての点検指導（秘密文書の現物の確認を含む ）を行うものとする。。



別記様式第１号

年 月 日廃棄

宮 秘 第 号秘

総 務 部 総 務 課 長 殿 年 月 日（無期限）

長

秘 密 文 書 配 布 調 査 書

年 月から 年 月までに配布した秘密文書は、次のとおりである

から通知します。

保存期間

施行年月日 文書番号 宛 名 件 名 又は 配布方法 配布部数

廃棄期日



別記様式第２号

年 月 日廃棄

宮 秘 第 号秘

総 務 部 総 務 課 長 殿 年 月 日（無期限）

長

秘 密 文 書 取 扱 確 認 書

年 月までに配布した秘密文書のうち、取扱いに変更等があった秘密文

書は、次のとおりであるから通知します。

保存期間

施行年月日 文書番号 件 名 又は 変 更 等 の 内 容

廃棄期日



別記様式第３号
秘 密 文 書 配 布 一 覧 表

保存期間
整理 施行課名 施行年月日 文書番号 宛 名 件 名 又は 配布方法 配布部数 登録年月日 登録番号 備 考
番号 廃棄期日



別記様式第４号
秘 密 文 書 点 検 表

前年末の現在数

区 分

秘密文書
所属長印 月 点検月日 点検者印取扱責任 作 成 発 出 解 除 現在数

受 理 廃 棄
（回収） （返納）

者印
（前年末又は前月の現在

数＋Ａ－Ｂ＋Ｃ－Ｄ－Ｅ）(A) (B) (C) (D) (E)

２月
１月

日

３月
２月

日

４月
３月

日

５月
４月

日

６月
５月

日

７月
６月

日



区 分

秘密文書
取扱責任 月 作 成 発 出 解 除 現在数 点検月日 点検者印所属長印

受 理 廃 棄
（回収） （返納）

者印
（前年末又は前月の現在

数＋Ａ－Ｂ＋Ｃ－Ｄ－Ｅ）(A) (B) (C) (D) (E)

８月
７月

日

９月
８月

日

１０月
９月

日

１１月
１０月

日

１２月
１１月

日

１月
１２月

日

１月
年 計

日

注１ 「１月」の欄から「１２月」の欄までは 「区分」の欄の各欄（ 現在数」の欄を除く ）に従い、当月中に取り扱った部数を、 「 。
記載すること。また 「現在数」の欄は、前年末又は前月から繰り越し、当月末において保管している部数を記載すること。、

２ 「年計」の欄は 「区分」の欄の各欄（ 現在数」の欄を除く ）の１月から１２月までの部数の合計を記載すること。、 「 。



別記様式第５号

年 月 日廃棄

宮 秘 第 号秘

宮城県警察本部長 殿 年 月 日（無期限）

長

秘密文書照合点検結果報告書

秘密文書を照合点検した結果は、別添「秘密文書配布一覧表」のとおりであるから

報告します。

記

○ 照 合 点 検 結 果

照 合 対 象 件 数 件 部

照 合 件 数 件 部

廃棄（返納）件数 件 部


